


一方で、標準税率（10％）、軽減税率（８％）、ゼロ税率（０％）と３つの税率を使い分

ける必要があり、事業者に過度の事務負担を課す結果となる。いたずらにゼロ税率などの

新税率を設けることは、短期間で時限的であれば殊更、消費税制を更に複雑化させるだけ

である。 

したがって、複数税率制度は廃止し、すべての取引に単一税率を適用すべきであり、こ

れにより、制度の簡素性が確保される。また、インボイス制度廃止の前提も整う。 

 

（２）消費税率の引下げ 

消費税率は、あくまでも担税力の範囲内、つまり、特段の逆進性対策の措置を講ずる必

要のない水準の税率まで引き下げるべきである。 

そもそも税制は、応能負担の原則に従って構築することが課税の公平に最も合致する。

応能負担を原則としている理由は、各人の担税力に応じた納税義務を課すことで負担能力

に基づく公平性を確保しつつ、富の再分配により経済格差の是正を行うためである。 

消費税は低所得者ほど負担が重く、高所得者ほど負担が軽いという逆進性があり、応能

負担の原則に必ずしも適うものではない。担税力に優れた所得課税や資産課税に、逆進性

対策を講ずる必要のない水準の税率まで引き下げた単一税率の消費課税を組み合わせるこ

とが、簡素で応能負担の原則に適った税制といえる。 

 

前述の通り、食料品のゼロ税率導入は、制度の複雑化を助長しかねず、税制全体に歪みを生

じさせる懸念があることから、慎重な検討が必要です。 

当連盟は、「公平・中立・簡素」という税制の基本原則に立ち返り、複数税率制度ひいてはイ

ンボイス制度を廃止し、単一税率による消費税率の引下げの実現を強く求めます。 

あわせて、物価高騰に苦しむ国民への支援としては、場当たり的な消費税制の変更などでは

なく、持続可能な簡素で公平な税制全体の構築こそが今求められる対応であると意見申し上げ

ます。 
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